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開    会 

 

○笹瀬会長 おはようございます。 

 それでは、ただいまから電波監理審議会を開会いたします。本日の６月期の

会議につきましては、委員各自のスケジュール等の状況を踏まえまして、電波

監理審議会決定第６号第５項のただし書に基づきまして、委員全員がウェブに

よる参加とさせていただきました。 

 本日の議題は、お手元の資料のとおり、諮問事項２件、審議事項２件、付議

事項１件となっております。 

 それでは議事を開始いたしますので、情報流通行政局の職員の方に入室する

よう、よろしくお願いいたします。 

 

（情報流通行政局職員入室） 

 

諮問事項（情報流通行政局） 

 

（１）株式会社福岡放送及び株式会社日経ラジオ社所属基幹放送局の業務管理

体制の変更の許可（基幹放送局（特定地上基幹放送局）の新たな業務委託の開

始）（諮問第１６号） 

 

○笹瀬会長 それでは議事を開始いたします。 

 まず、最初に、諮問第１６号「株式会社福岡放送及び株式会社日経ラジオ社

所属基幹放送局の業務管理体制の変更の許可（基幹放送局（特定地上基幹放送

局）の新たな業務委託の開始）」につきまして、村上放送技術課長から御説明よ
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ろしくお願いいたします。 

○村上放送技術課長 おはようございます。 

 それでは諮問１６号、説明資料に基づきまして御説明をさせていただきたい

と思います。 

 今、会長から御紹介いただきましたとおり、今回の諮問の案件ですけれども、

株式会社福岡放送及び株式会社日経ラジオ社所属の基幹放送局における電気通

信設備の運用に係る業務管理体制の変更申請ということでございます。 

 諮問の概要でございます。令和５年に施行されました放送法及び電波法の一

部を改正する法律によりまして、今後、放送事業における外部利用が進むとい

うことで、クラウドも想定したものでございますが、こうしたものの委託、そ

れから他者の設備利用といったものが一層進むことが想定されることから、基

幹放送の安定的な提供を確保するため、委託先を含めた基幹放送の業務に用い

られる電気通信設備等の運用のための業務管理体制の構築、維持を求める規定

を追加したところでございます。これによりまして、免許期間中における放送

業務に用いられる電気通信設備の変更と同様、その維持、運用に係る業務管理

体制の変更につきましても、総務大臣の許可を要することとなったところでご

ざいます。 

 この規定に従いまして、今般、福岡放送、それから日経ラジオ社より、同社

の基幹放送業務に用いられる電気通信設備の運用の一部を他人に委託しようと

することから、関係規定に基づきまして変更申請がなされたところでございま

す。 

 本２件の変更申請につきましては、総務大臣が処分するに当たりまして、電

波監理審議会への諮問事項とされていることから、今般、諮問させていただい

たということでございます。 

 ２番目の変更申請の概要でございます。まずは福岡放送でございますが、現
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在、人材派遣により派遣された人員も含め、免許人が自ら実施している電気通

信設備、番組送出設備の運用監視、それから一部の保守業務を、新たに業務委

託により、外部の事業者が実施するよう変更するものでございます。 

 日経ラジオ社につきましては、今般、新たに番組送出設備、それから送信設

備の夜間及び早朝の運用監視業務を、業務委託により、外部の事業者が実施す

るように追加するものということでございます。 

 ３番の審査の結果の概要でございますが、本２件の変更申請につきまして、

設備等維持のための業務管理体制に関する基準というのがございます。これに

適合しているか否かにつきまして審査を行った結果、いずれの申請につきまし

ても当該基準に適合しており、許可することが適当であると我々としては判断

しているところでございます。 

 ４番目、今後の予定でございますが、電波監理審議会より、本２件の変更申

請に対する許可が適当である旨の答申をいただけた場合には、早急に同社に対

しまして変更の許可を行う予定としております。 

 ２ページ目を御覧ください。関連の規定を整理させていただいております。 

 免許申請のほか、変更申請におきましても、電気通信設備の一部を構成する

設備の運用を他人に委託しようとする場合にあっては、その設備の概要、委託

先の氏名、名称等につきまして、あらかじめ総務大臣の許可を受けなければな

らないとされております。 

 先ほど申し上げました設備等の維持のための業務管理体制の基準でございま

すが、４点ございまして、そのうち最初の３点が基幹放送事業者自身に対する

ものでございます。 

 １点目が、実施体制の整備ということで、設備等の維持業務を確実に実施す

ることができる体制を整備しなければならないとされております。 

 ２点目が、規程の整備としまして、業務を確実に実施するため、規程を定め、
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当該規程で定めるところにより、設備等維持業務を実施しなければならないと

されております。 

 ３点目が、実務経験等の能力ということで、業務の実施状況を監督する責任

者、それから設備等の維持業務に従事する者につきましては、業務を確実に実

施することができる実務経験等を有していなければならないとされております。 

 ４点目が、委託先に対する措置ということでございまして、そのうちの１つ

目でございますが、委託先の業務を確実に実施することができる能力を有する

者に委託するための措置を講ずることが求められております。 

 ２つ目といたしまして、維持業務の実施状況を定期的または必要に応じて確

認することにより、業務を確実に実施しているか否かを検証し、必要に応じて

改善させること、その他委託先に対する必要かつ適切な監督を行うための措置

を講ずることが求められております。 

 ３つ目でございますが、業務を適切に行うことができない事態が生じた場合、

または当該設備等の維持業務の確実な運営を確保するために必要とある場合に

は、業務の委託に係る契約の変更または解除をすること等、必要な措置を講ず

ることが求められるということでございます。 

 ３ページ目でございます。今回の放送業務に用いられる電気通信設備の適合

維持義務、または業務管理体制の整備につきましては、赤点線の枠内で書かれ

ている部分が、今回想定している対象と範囲ということになります。 

 具体的に、福岡放送について見ていきたいと思います。４ページ目でござい

ます。福岡放送が業務委託をする範囲としておりますのが、番組送出設備でご

ざいまして、この番組送出設備の運用監視、それから一部の保守業務を今回新

たに業務委託により実施しようというものでございます。 

 ５ページ目でございます。具体的な委託先でございますが、Ａ社ということ

で、【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】。 
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 ６ページ目を御覧いただきたいと思います。では、実際に基準に照らしたと

きの審査結果でございます。 

 まずは実施体制でございますが、業務を確実に実施することができる体制と

して、平常時、それから災害発生時の緊急時の運用、放送設備の損壊等が発生

した際における的確な対応の実施について、連絡系統、責任者、業務分担、要

員の配置が委託先を含む全体として明確化されており、基準に適合していると

判断しております。 

 規程につきましても、番組送出設備の運用監視、保守業務に係る外部委託要

領が整備されており、こちらも基準に適合しているとしております。 

 実務経験等の能力につきましては、委託先のＡ社は、【電波監理審議会決定第

２号に基づき、内容の公表を控えます。】こちらも関係規定を満足している、と

しております。 

 それから、業務委託先の関係でございますが、繰り返しになりますけれども、

委託先のＡ社におきましては、【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公

表を控えます。】。 

 ２つ目でございますが、契約書におきまして、当該設備の運用を確実に実施

することを定期的に確認及び検証し、不適切な場合には必要に応じて改善命令

を行うことができることとしております。 

 また、契約書におきまして、必要に応じて契約の変更または解除を行うこと

も明確化しているということで、いずれにつきましても、基準に適合している

と判断しております。 

 ７ページ目でございます。具体的なＡ社の概要でございます。 

 先ほど申し上げましたとおり、【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の

公表を控えます。】ということでございます。 

 続きまして、日経ラジオのほうに移らせていただきたいと思います。８ペー
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ジ目でございます。 

 こちらの委託先、委託業務でございますが、番組送出設備、それから送信設

備の監視用設備、これらにつきまして、夜間及び早朝の遠隔による運用監視と

いうものを行いたいというものでございます。 

 次のページを御覧ください。９ページ目でございます。委託先といたしまし

ては、Ｂ社ということで、東京にある設備を、Ｂ社が遠隔監視をするというも

のでございます。 

 御承知のように日経ラジオにつきましては、短波放送でございますので、深

夜あるいは早朝放送が休止している時間がございます。この間の効率化を図る

ということで、Ｂ社に業務を委託すると聞いております。 

 Ｂ社につきましては、【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控

えます。】。 

 １０ページ目でございます。日経ラジオに関する審査結果でございます。 

 詳細につきましては、説明を省略させていただきたいと思いますけれども、

こちらも放送事業者として、自ら運用してきたノウハウというものをお持ちで

ございます。関係規程もしっかり整備されておりますので、いずれにおきまし

ても、問題ないものというふうに判断しているところでございます。 

 １１ページ目でございます。Ｂ社の概要ということでお示しをさせていただ

いております。 

 【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】。 

 私からの説明は以上とさせていただきたいと思います。御審議のほど、どう

ぞよろしくお願い申し上げます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見ございますでしょうか。順番にお伺いしていきま

す。大久保会長代理、いかがでしょうか。 
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○大久保代理 御説明ありがとうございました。本件、適切なものと考えます。

賛同いたします。 

 また、ここにも書かれており、御説明もありましたとおり、放送事業を行う

各社の今後の経営環境を考えると、やはりこういう形の業務委託、あるいはア

ウトソースというものは、さらに拡大をしていくものだと思っています。 

 そういう意味で、先ほど御説明のあった４つの基準に沿った管理体制という

のは、今後ともしっかりと進めていっていただきたいと思います。以上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。村上課長、何か御意見あります

か。 

○村上放送技術課長 ありがとうございます。御指摘、非常に大事な点だと思

っております。私どももしっかりこの基準に照らして業務が行われているかど

うか、確認をしてまいりたいと思います。どうもありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは、長田委員、いかがで

しょうか。 

○長田委員 御説明ありがとうございました。私もきちんと、法にのっとった

申請に対して丁寧な審査をしていただいていて、適切な判断だと思っておりま

す。よろしくお願いします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。西村委員、いかがでしょうか。 

○西村委員 私も今回の審査に関しては、許可することが適当であるというこ

とに賛同いたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。矢嶋委員、いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございます。私も適切な内容だと考えますので、

賛同いたします。管理体制が実質的に維持できるよう、今後もよろしくお願い

いたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。私も今回の件に関しては適切だ
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と思いますので、賛同いたします。 

 それでは、その他、ほかに御意見、御質問ございませんでしょうか。よろし

いでしょうか。 

 それでは、諮問第１６号は、諮問のとおり許可することが適当であるという

旨の答申を行いたいと思います。どうもありがとうございました。 

○村上放送技術課長 ありがとうございました。失礼いたします。 

○笹瀬会長 以上で情報流通行政局の議事は終了いたしますので、情報流通行

政局の職員の方は御退出よろしくお願いします。 

 続きまして、総合通信基盤局の議事に入りますので、総合通信基盤局の職員

の方に入室するよう、御連絡よろしくお願いします。 

 

（情報流通行政局職員退室） 

（総合通信基盤局職員入室） 

 

諮問事項（総合通信基盤局） 

 

（２）電波法施行規則及び無線局免許手続規則の一部を改正する省令案等（携

帯電話基地局等の無線局免許手続の迅速化・効率化に係る関係規定の整備）（諮

問第１７号） 

 

○笹瀬会長 それでは、議事を再開いたします。 

 諮問第１７号、「電波法施行規則及び無線局免許手続規則の一部を改正する

省令案等（携帯電話基地局等の無線局免許手続の迅速化・効率化に係る関係規

定の整備）」につきまして、佐藤移動通信企画官から御説明よろしくお願いいた

します。 
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○佐藤移動通信企画官 移動通信課の佐藤でございます。おはようございます。 

 それでは、私のほうから、先ほど笹瀬会長からございました諮問第１７号、

電波法施行規則及び無線局免許手続規則の一部を改正する省令案ということで、

携帯電話基地局等の無線局免許手続の迅速化、効率化に係るものということで

ございます。こちらについて御説明をさせていただきます。 

 まず、４ページ目に飛んでいただければと思います。こちらのパワポ資料に

基づいて御説明をさせていただきます。 

 こちらが、携帯電話基地局等の基地局に関する現行制度の概要になります。

個別免許と包括免許の２種類がございまして、衛星や放送等の他の無線システ

ムと共用する周波数の基地局につきましては個別免許となり、それを開設しよ

うとする場合、事前の審査が必要となっております。 

 他方、一の者が広域で専用する周波数の基地局や小規模な基地局につきまし

ては、特例として包括免許が認められておりまして、事後届出となるなど、よ

り簡易な手続で開設が可能となっております。 

 次の５ページ目になります。こちらが携帯電話周波数の割当状況になりまし

て、個別免許と包括免許で色分けをしております。 

 オレンジの色になっているのが個別免許の対象となっている周波数でござい

まして、サブ６やミリ波等、携帯電話周波数の中でも高い周波数帯が多いとい

う状況でございます。 

 次の６ページ目になります。こちらが基地局の免許申請件数の推移になりま

す。 

 包括免許制度につきましてはこれまでも見直しを行ってまいりましたが、近

年、高い周波数帯の利用が進んでいることに伴いまして、免許申請件数が増加

をしております。最近では年間５万件を超えている状況でございまして、その

ほとんどが個別免許という状況でございます。 
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 ７ページ目になります。こうしたことを踏まえまして、事業者から、高周波

数帯の活用に向けた免許制度の見直しの要望が出されておりまして、これを踏

まえて、次の８ページ目になりますが、昨年夏に取りまとめられました総務省

の有識者会議、電波政策懇談会の報告書におきまして、基地局に係る免許手続

の簡素化の一環としまして、現在、個別免許の対象となっている周波数帯につ

いて、一定の条件を満たした場合に包括免許の対象を拡大する旨の方向性が盛

り込まれたところでございます。 

 これを踏まえまして、９ページ目以降になりますが、省令等の改正をさせて

いただきたいということでございまして、そちらの概要になります。 

 まず、２.３ＧＨｚ帯につきましては、放送とのダイナミック周波数共用等を

行っている周波数帯でございますが、こちらにつきましては、公共業務用無線

局に混信等を与えるおそれのある地域を一部除外した上で、ダイナミック周波

数共用管理システムに基づく運用を行うことを条件に、新たに包括免許の対象

とすることとしております。 

 １０ページ目になります。次に、３.４、３.５、３.７、４.０ＧＨｚ帯につ

きましては、こちらは固定衛星との共用を行っている周波数帯でございます。 

 こちらにつきましては、宇宙無線通信を行う無線局に混信等を与えるおそれ

がない地域、もしくは屋内等に基地局等を設置する場合は、新たに包括免許の

対象とすることとしております。 

 １１ページ目になります。次に、２８ＧＨｚ帯につきましても、こちらも固

定衛星との共用を行っている周波数帯でございます。 

 こちらについては、屋外は引き続き個別免許の対象とした上で、屋内等に基

地局等を設置する場合にのみ、新たに包括免許の対象とすることとしておりま

す。 

 １２ページ目になります。これまで御説明をしました包括免許対象の拡大に
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つきましての規定に関する資料になります。 

 引き続き、個別免許の対象とする地域等について、周波数帯ごとに、総務大

臣の告示により定め、これを除外することとしております。 

 １３ページ目になります。こちらがその他の省令等の改正事項になります。 

 まず、陸上移動局、いわゆる携帯電話端末の包括免許につきましては、現行、

無線設備の規格ごとに免許を申請する必要がございますが、技術の進展に伴っ

て規格の数が増加しております。そのため、これらの規格を整理しまして、Ｌ

ＴＥやＮＲといった世代ごとに規格を集約することで、包括免許に係る手続の

簡素化を図るというものでございます。 

 次に、下のほうになります。工事設計の変更に関するものになります。 

 空中線に供給される電力量が低下する場合には、一律、軽微な事項として、

届出とするという旨の告示改正を行うものでございます。 

 次、１４ページ目でございます。これらの改正案につきまして、今年５月１

日から６月４日まで意見募集を実施したところ、計８件の御意見が寄せられた

ところでございます。 

 寄せられた御意見の内容と総務省の考え方は、１５ページ目以降に記載をし

ております。 

 まず、１つ目、個人の方から、３.４、３.５、３.７、４.０ＧＨｚ帯につき

まして、包括免許の対象となる地域として、長崎県、島根県を加えるべきとの

御意見をいただいたところでございます。その理由については、対外秘となる

情報が含まれておりますため、一部黒丸とさせていただいております。 

 これに対する総務省の考え方としまして、宇宙無線通信の無線局の設置場所

や基地局の開設状況、無線局の免許人間の契約等を勘案して地域を定めている

ため、原案のとおりとするということとしております。 

 ２つ目でございます。個人の方から、改正の条文案について、詳細に御指摘
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をいただいております。これを踏まえて、修正をすることとしております。 

 ３つ目の御意見でございます。こちらも個人の方から、３.４、３.５ＧＨｚ

帯について、包括免許の対象となる地域として、沖縄県の一部、３.４、３.５、

３.７、４.０ＧＨｚ帯について、同じく、鹿児島県の一部を加えるべきとの御

意見をいただいております。その理由につきましても、こちらも対外秘となる

情報が含まれておりますため、一部黒丸とさせていただいております。 

 これに対する総務省の考え方としまして、免許申請手続の効率性等を踏まえ、

都道府県単位としており、原案のとおりとした上で、今後、周波数の共用に関

する状況や関係事業者の御意見等を踏まえつつ、必要に応じて見直しを検討す

るということとしております。 

 意見４以降は、携帯事業者等からいただいた御意見になりますが、いずれも

賛同の御意見になりますので、説明は省略をさせていただきます。 

 本件に関する説明は以上になります。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明に

関しまして、質問等よろしくお願いいたします。これも順番にお伺いしていき

たいと思います。大久保会長代理、いかがでしょうか。 

○大久保代理 御説明ありがとうございました。適切な改正だと思います。賛

同いたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 御説明ありがとうございました。私も賛同いたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。西村委員いかがでしょうか。 

○西村委員 私も適切な改正であると考えております。 

 ぜひ、今回の資料６枚目のような、今後の免許申請数等の推移のフォローも

よろしくお願い申し上げます。以上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。矢嶋委員いかがでしょうか。 
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○矢嶋委員 適切な改正と考えます。私も賛同いたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 私も賛同いたしますが、１件だけ確認です。今回こうやって免許の手続が簡

素化できるんですけど、これに関して、大体半分ぐらいになるんでしょうか。 

○佐藤移動通信企画官 一部、やはり個別免許の対象となる地域が残りますの

で、一定数、件数としては残りますが、我々の見込みとしては、この申請件数、

現行の水準が維持されるという過程においては、半分ぐらいになるのではない

かと今見込んでいるという状況でございます。 

○笹瀬会長 分かりました。 

 あと、もう一点、これ個別に各都道府県とかで、包括が認められないところ

もあると思いますけど、もしそれが変更になった場合は、この電監審でもう一

度審議をするという理解でよろしいですか。それとも運用上、総務省の中で審

議し、電監審では審議は不要になるのでしょうか。 

○佐藤移動通信企画官 こちら、今回の包括免許の対象拡大につきましては、

いわゆる免許人間の運用ないし契約を踏まえて地域を指定しているところでご

ざいまして、この内容自体にまた変更が生じるということになれば、それを踏

まえて、また、我々のほうでこの対象について検討していくことになるかとい

うふうに認識をしております。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございました。 

 その他、追加の御質問、御意見等ございませんでしょうか。よろしいでしょ

うか。 

 それでは、この諮問第１７号は、諮問のとおり改正することが適当であると

いう旨の答申を行います。どうもありがとうございました。 

○佐藤移動通信企画官 ありがとうございました。 

○笹瀬会長 それでは、次に、有効利用評価部会の議事に入りますので、出席
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されない職員の方には御退室いただくよう、よろしくお願いいたします。 

 

（総合通信基盤局職員（一部）退室） 

 

審議事項（有効利用評価部会） 

 

（１）令和６年度電波の利用状況調査（各種無線システム：７１４ＭＨｚ以下

の周波数帯）に係る電波の有効利用の程度の評価結果案 

 

○笹瀬会長 それでは、議事を再開いたします。 

 本日は審議会より、総務省総合通信基盤局の同席を求めておりまして、湯本

総合通信基盤局長、荻原電波部長、中村電波政策課長、中川重要無線室長にも

御同席をいただいております。私から指名した場合や、各委員からの求めがあ

った場合に関しましては、総務省から補足的な説明を行っていただきます。よ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、まず、審議事項「令和６年度電波の利用状況調査（各種無線シス

テム：７１４ＭＨｚ以下の周波数帯）に係る電波の有効利用の程度の評価結果

案」につきまして、西村部会長から御説明よろしくお願いいたします。 

○西村委員 承知いたしました。有効利用評価部会長の西村でございます。よ

ろしくお願い申し上げます。 

 それでは、令和６年度電波の利用状況調査に係る電波の有効利用の程度の評

価のうち、各種無線システム・７１４ＭＨｚ以下の周波数帯の評価結果案を御

説明いたします。 

 まず、３ページ目をお開きください。こちらにお示ししておりますとおり、

３月から計５回の部会を開催いたしまして、案を取りまとめております。 
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 ４ページ目をお開きください。赤点線枠で囲っておりますが、今年度は７１

４ＭＨｚ以下の周波数帯が対象となっておりまして、①の重点調査対象、②の

周波数区分ごと、③の総合通信局ごと、④の総括といった順で御説明をさせて

いただければと思います。 

 まず、１つ目でございます。５ページをお開きください。このページから重

点調査に関する評価でございます。 

 御覧いただいております上段に、都道府県防災行政無線の全体図をお示しし

ております。このうち、重点調査対象は、１５０ＭＨｚ帯、２６０ＭＨｚ帯、

４００ＭＨｚ帯を使用するものとなっております。 

 重点調査の選定経緯でございますけれども、令和４年度の評価結果において、

デジタル方式や、他のシステムへの移行や、代替の実態を把握する必要がある

旨を記載し、それに従いまして、総務省側で調査されたものでございます。 

 ６ページ目をお開きください。これは免許人、無線局数の推移でございまし

て、デジタル方式を含め、減少傾向にあるというふうに評価しております。ま

た、おおむね７割程度がデジタル方式に移行済みとなっております。 

 このページの下段に、都道府県防災行政無線を保有していない都道府県にお

ける代替システムの利用状況も示しております。 

 それから、次の７ページには、他のシステムへの移行状況をお示ししており

ますので、御確認いただければと思います。 

 そして、これらの結果から、本システムについては、デジタル方式以外に、

携帯電話、衛星通信、デジタル簡易無線など、移行、代替先の候補となり得る

システムがあることが明らかになっております。 

 ８ページ目をお開きください。このページは、デジタル方式への移行の際の

課題といたしまして、導入コストが大半、また、仕様や目的、機能や性能が適

さないといった回答も一定割合見られたということでございます。 
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 そして、次の９ページに、重点調査の評価案をお示ししております。 

 まず、本システムにつきましては、７割がデジタル化済みということなどか

らも、電波の有効利用につきましては、一定程度図られているものと判断され

ます。一方で、無線局数は減少傾向にございまして、また、今回の調査の結果、

携帯電話、衛星通信ほか、幾つかのシステムがアナログ方式の移行先の候補と

なり得ることが判明しております。 

そのため、総務省におきましては、アナログ方式を利用している免許人に対

して、これらの移行先候補、事例というものを紹介し、移行、代替を促進する

ような取組を検討の上、それを今後の周波数再編アクションプランにも反映し

ていただきたい、また、デジタル方式の導入において課題となっているコスト、

それから機能、性能などに対しましても、解決が図られるようなデジタルの通

信方式も利用可能とするよう検討いただきたいと記載しております。以上が①

の重点調査に関する評価案でございます。 

 続きまして、②の１０ページをお開きください。周波数区分ごとの評価案と

なっております。黄色で囲った赤文字が評価のポイントとなっておりますので、

御確認をしていただければと思います。 

 まず、利用状況でございますけれども、いずれの周波数区分においても免許

人や無線局数は全体として減少傾向にはございまして、減少の大きな割合を占

めるのはアマチュア無線でございました。 

 次の１１ページをお開きください。１１ページからは、アクションプランに

記載の取組などへの対応状況を示しております。 

 これが１５ページにかけてございまして、それぞれアクションプランに記載

されている取組に関しましては、おおむね着実に遂行されていることを確認し

ております。 

 それでは、１６ページをお開きいただきまして、周波数区分ごとの評価とし
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て、全体的に無線局数は減少していますけれども、３点ございますが、一つ目

は利用状況調査により移行状況等の確認など、二つ目は移行や共用、デジタル

化の推進、三つ目は国際的な動向も踏まえた新たな電波利用ニーズへの対応と

いう点を指摘させていただき、それらを確認した上で、アクションプランに記

載されている取組がおおむね着実に遂行されており、電波の有効利用は一定程

度図られていると評価いたしました。 

 さらなる電波の有効利用の促進に向け、総務省に対する提言を記載しており

ます。主なものといたしましては、まず、（１）でございますが、そこに記載の

とおり、様々な周波数帯において新たな電波利用ニーズへ迅速に対応が取れる

よう、国内外の動向やニーズを注視していくことが望ましいこと。 

 次、１７ページに移っていただきまして、（３）の１ポツ目、通信サービスな

どへの移行により減少傾向にある自営無線は、状況等の調査を行い、中長期的

な課題として周波数の整理、再編の検討を進めること。 

 ２ポツ目でございますけれども、公共業務用無線局については、自営無線と

通信サービスの活用のバランスが重要であることなどを記載しております。 

 次に、１８ページ目以降でございますが、総合通信局ごとの調査結果に関す

る評価となっております。 

 １つ目と２つ目の丸は、地域的な傾向と増減の分析を記載しておりまして、

３つ目の丸は、総務省への提言といたしまして、調査結果の整理については、

必要な見直しや増減に関する背景要因の確認などを書いております。 

 引き続いて、１９ページ目をお開けいただきますと、総括といたしまして、

１つ目の丸に、電波の有効利用というのは、利用帯域の整理など効率的な利用

と、新たな利用ニーズへの迅速かつ適切な対応の両輪によって実現するもので

あることを記載しております。 

 続いて、２つ目の丸では、利用状況や課題が調査結果として的確に整理され
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ていることや、アクションプランに記載の取組への対応状況などから、いずれ

の区分におきましても、電波の有効利用は一定程度図られていると評価し、今

後、総務省においては、各区分の評価に示しました取組を検討、そして実施し

ていくことが適当といたしました。 

 そして、３つ目の丸でございますけれども、今後、本評価結果がアクション

プランに適切に反映され、さらなる電波の有効利用の促進につながることを期

待というふうにしております。 

 最後、２０ページ目をお開けください。今後の課題ということで、調査につ

きましては、①調査方法のさらなる工夫、②調査結果の整理方法の見直し、③

無線局数などの増減傾向の背景の把握を挙げております。 

 評価については、新たなニーズへの対応に関し、その制度化後のフォローア

ップといたしまして、対象システムを幾つかピックアップした上で、制度化後

の実際の免許状況を確認し、今後、評価の際に考慮することも検討と記載して

おります。 

 以上で御説明を終わりたいと思います。御審議のほど、よろしくお願いいた

します。 

○笹瀬会長 西村部会長、どうもありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見等、よろしくお願いいたします。順番にお伺いし

ていきます。大久保会長代理、いかがでしょうか。 

○大久保代理 大変詳細な御説明、ありがとうございました。 

 １点だけ確認をさせていただければと思います。９ページ目の都道府県防災

行政無線のところで、現状７割がデジタル化済みということですが、今後さら

にアナログ方式からの移行を進めるためには、やはり別のいろいろな代替手段

だとか、コスト低減などを講じないと、なかなか７割以上には進まないという

理解ということでよろしいでしょうか。 
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 以上です。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。いかがでしょうか。 

○西村委員 西村でございます。大久保会長代理、御指摘ありがとうございま

す。 

 この７割につきまして、どのように評価されるかということはあるかと思い

ますが、おっしゃっていただきましたとおり、移行や代替、そしてコスト面に

関する課題については、今回判明いたしました、他システムへの移行・代替の

可能性が示された調査結果も踏まえまして、総務省側で、より適切な移行への

促進の施策が執り行われていくのではないかと私は理解しております。 

 補足等ございましたら、事務局含め、総務省側、よろしくお願い申し上げま

す。 

○吉田総務課長 事務局でございます。大久保会長代理、ありがとうございま

す。総務省の現在の考えにつきましては、今、西村部会長からお話があったと

おりでございます。 

 現時点、７割まで来たということで、電波の有効利用は一定程度図られてき

ていると考えておりますが、今回の調査で明らかになりました状況なども踏ま

えまして、アナログ方式の移行、代替先の候補について周知を図りますととも

に、デジタル方式につきましても、利用可能な方式の追加を検討するというこ

とで、デジタル化への移行もさらに促してまいりたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。大久保会長代理、よろしいでし

ょうか。 

○大久保代理 分かりました。ありがとうございました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは、長田委員、よろしく

お願いします。 
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○長田委員 長田でございます。有効利用評価部会の委員の先生方、非常に丁

寧に御議論いただいて、分かりやすくおまとめいただいていると思います。こ

のとおりで、すばらしいなと思いました。 

 総務省におかれましても、いろいろ御提言があったと思いますので、この調

査方法につきましても、皆さんが御回答しやすいような工夫等にも頑張ってい

っていただきたいなと思いました。 

 以上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。矢嶋委員いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございました。コストなどもきちっと現実的に

御検討いただいた評価だと考えております。 

 細かい点も拝読いたしましたけれども、私として、もうこれですばらしい評

価だなと考えております。さらに追加する意見等ございません。今後とも引き

続きよろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 非常によくまとまっていますので、西村部会長、どうもありがとうございま

した。特に最後のページで、評価に関して、もしくは調査に関して、さらなる

工夫をするということで、特に各総合通信局の調査に関しては、特色が出るよ

うな評価が必要ですが、あまり意味を持たないと思われるデータの母数が少な

いような図表に関しては削除していただいても結構だと思いますので、少し見

直していただいて、より的確に特徴が出るような評価にしていただければいい

と思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 西村部会長、何か補足説明ございますでしょうか。 

○西村委員 特段ございません。ありがとうございました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。事務局からも特によろしいでし

ょうか。 
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○吉田総務課長 ありがとうございます。笹瀬会長から今御指摘をいただきま

した点、あと、長田委員からも調査の点につきましてコメントいただきました

ので、調査の進め方等につきましては、不断に見直しをしっかりかけてまいり

たいと思います。ありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様方の御了解が得られたものとしまして、本評価結果に

つきましては、電波監理審議会として意見募集を実施することといたします。

意見募集に係る報道発表を本審議会終了後に行いたいと思います。なお、意見

の募集期間は６月２４日から７月２３日までの３０日間といたします。 

 意見募集に係る報道発表に当たりましては、事務局に御協力よろしくお願い

いたします。また、意見募集後、提出された意見の取りまとめ及び意見に対す

る当審議会の考え方の案の作成につきましては、部会において御対応よろしく

お願いいたします。西村部会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、本審議事項につきましては終了したいと思います。どうもありが

とうございました。 

 

（２）令和６年度電波の利用状況調査（公共業務用無線局）に係る電波の有効

利用の程度の評価結果案 

 

○笹瀬会長 それでは、続きまして、審議事項の「令和６年度電波の利用状況

調査（公共業務用無線局）に係る電波の有効利用の程度の評価結果案」につき

まして、これも西村部会長から御説明よろしくお願いいたします。 

○西村委員 有効利用評価部会長の西村でございます。それでは、令和６年度

電波の利用状況調査に係る電波の有効利用の程度の評価のうち、公共業務用無

線局の評価結果案を御説明いたします。 
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 まず、３ページ目をお開きください。こちらにお示ししておりますとおり、

本議案につきましては、３月から計４回の部会を開催いたしまして、案を取り

まとめました。 

 ４ページ目をお開きいただきまして、赤点線枠で囲っておりますが、対象シ

ステムはデジタル変革時代の電波政策懇談会において検討対象となった、国が

運用しております３１システムでございます。 

 これらを２つに分け、①として、他の用途での需要が顕在化している周波数

を使用するもの、②としまして、アナログ方式を用いるものと、分けておりま

す。 

 それでは、５ページ目をお開きいただきまして、最初に、①他の用途での需

要が顕在化しているシステムについて、５つのシステムの評価結果の概要とな

っております。評価結果といたしまして、令和６年度の進捗と今後の取組を記

載しております。このうち主なものを御説明いたします。 

 まず、（１）５ＧＨｚ帯無線アクセスシステムにつきましては、進捗として、

昨年末、４.９ＧＨｚ帯の周波数を５Ｇに割当て、また、本システムの新規開設

の期限等を設定いたしまして、移行費用を携帯電話事業者が負担する終了促進

措置の対象とするなど、総務省において制度的な対応の進展がございました。 

 今後の取組としまして、移行先となる代替システムの検討を推進、また、そ

の状況を調査としております。 

 次に、（４）３８ＧＨｚ帯のＦＷＡは、本年５月２９日に情報通信審議会から、

２６、４０ＧＨｚ帯の５Ｇ導入に係る技術的条件の答申が出されたことにより

まして、５Ｇと本システムの周波数共用検討が完了いたしております。 

 そのため、今後の取組のところには取組完了としております。 

 それ以外のシステムについては青字で記載しておりますが、総務省における

技術検討が進展してございます。 
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 以上より、一番上の四角の枠に記載しておりますとおり、これら５つのシス

テムについては、主に総務省による制度的な対応や技術検討が進展し、うち１

システムについては取組が完了しました。 

 また、今後の取組に示した内容を着実に実施していくことが適当としてござ

います。 

 それでは、７ページから８ページにかけまして、②アナログ方式を使用する

システムについて御紹介いたします。 

 アナログ方式を使用する１５システムの評価結果の概要となっております。 

 今回、昨年度の評価結果を受けまして、デジタル化や移行、代替、廃止とい

った取組の定量的な指標として、進捗率というものを新たに設けております。 

 ここで、７ページの一番下に、各システムの状況というものを４つに分類し

ておりまして、表の右端でございますけれども、①から④でその内容を記載し

ております。 

 ①は移行、廃止、デジタル化の進捗が進んでいるもの、②は免許人において

検討、計画中であるもの、③は総務省においてデジタル方式の制度化が求めら

れているもの、④は公共安全モバイルシステムによる代替可能性を検討中であ

るものとなっております。 

 この状況が①及び②のシステムについては、今後の取組には、方向性を検討、

進捗を調査などとしております。 

 状況が③のシステムについては、対応するデジタル方式がないため、今年度

に情報通信審議会において、技術的条件の検討を開始する予定と聞いておりま

す。このため、今後の取組には、デジタル方式の技術的条件の検討を着実に実

施、利用状況を調査としております。 

 最後に、④のシステムにつきましては、昨年度、一部の免許人において、公

共安全モバイルシステムの利活用に関する実証実験を実施したと聞いておりま
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すので、今後の取組においては、総務省において、その結果を把握し、代替に

向けた検討を早期に推進としております。 

 ９ページをお開きください。総括といたしまして、これまで御説明した内容

をまとめたものを記載しておりますが、１つ目の丸には、今回の対象２０シス

テムについて、１システムについては取組が完了し、ほかの１９システムにつ

いては、今回の調査結果を踏まえ、おおむね適切に進捗していると評価してお

ります。 

 ２つ目の丸については、引き続き、本評価結果における今後の取組に示した

取組など、着実に実施していくことが適当としておりまして、その下に、取組

をピックアップして記載しておりますので、御確認いただければと思います。 

 最後となりますが、今後の検討課題といたしまして、１０枚目をお開きくだ

さい。今後の調査及び評価に向けた検討課題などとして、まず、①の調査につ

いては、小さな丸のほうですけれども、３つ記載しておりますとおり、デジタ

ル化やほかシステムへの移行、代替における課題の把握、２つ目ですけれども、

無線機器の耐用年数の把握、デジタル化のメリットなどの説明、そして、３つ

目、設問等の工夫として課題を挙げております。 

 ②の評価については、今回新たに加えました進捗率について、今後、進捗率

が相当程度低いものや、前年度からの進展が小さいものについては詳細な調査

を行いまして、今後の取組において提言するような、進捗率を活用した評価を

検討したいと考えております。 

 以上で説明を終わります。御審議のほど、引き続きよろしくお願い申し上げ

ます。 

○笹瀬会長 西村部会長、どうもありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見、よろしくお願いいたします。これも順番にお伺

いいたします。大久保代理、いかがでしょうか。 



-25- 

○大久保代理 大久保です。御説明、ありがとうございました。詳細な検討と

評価を進めていただいたと思います。大変お疲れさまでした。引き続き、よろ

しくお願いいたします。私からは特にございません。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。長田委員いかがでしょうか。 

○長田委員 長田です。ありがとうございます。私からも特に意見等はござい

ません。適切な御検討、ありがとうございました。以上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。矢嶋委員いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございます。基本的には適切な御評価だと考え

ているんですけど、１点だけ質問いたします。 

 資料８枚目で、１５ＧＨｚ帯のヘリテレ画像伝送について、進捗率２２.１％

で、プラス０.６％にとどまっていると説明されているところがありますが、こ

れは、想定内の進捗率というふうに見てよろしいものでしょうか。データの読

み方として御説明をいただけますと幸いです。 

○笹瀬会長 西村部会長いかがでしょうか。もしくは、事務局から答えていた

だいても結構です。 

○西村委員 できましたら、事務局のほうから詳細な説明が可能かと思います

ので、お願いできますでしょうか。 

○柏崎幹事 事務局でございます。こちら、（１１）の１５ＧＨｚ帯ヘリテレ画

像伝送につきましては、関係省庁が複数ございまして、一部の省庁では進展し

ているところ、一部の省庁では検討中であったり、停滞しているという状況が

ございます。そのような、１免許人だけではない状況を考えますと、少し伸び

率は低いですが、想定内の状況と考えてございます。以上となります。 

○笹瀬会長 ありがとうございました。矢嶋委員いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございます。もちろん、それぞれの項目によっ

て事情というのは異なるということは承知しておりますので、今の御説明を承



-26- 

りまして、また、今後の進捗率などを見てまいりたいと思います。ありがとう

ございました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 私から、特に矢嶋委員から御質問ありましたように、進捗率という数字を今

回から入れたことにより、定量的な値とともに、前年度に比べてどうなのかと

いうことも分かりますので、議論がしやすくなるとともに、進捗率が低いもの

に関しては、より高くなるような対応策が取れるということで、非常に価値が

あると思います。どうぞこの数字を見ながら、また議論していきたいと思いま

す。西村部会長どうもありがとうございました。 

 ほかに質問等ございませんでしょうか。もしくは、西村委員、何か御意見あ

りますでしょうか。 

○西村委員 ありがとうございます。私からは特段ございません。ありがとう

ございました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様の御了解が得られたものといたしまして、本評価結果

につきましては、電波監理審議会として意見募集を実施することにいたします。

意見募集に係る報道発表に関しては審議会終了後に行いたいと思います。意見

の募集期間は、先ほどと同様に、６月２４日から７月２３日までの３０日間と

いたします。 

 意見募集に係る報道発表に当たりましては、事務局に御協力よろしくお願い

いたします。また、意見募集後、提出された意見の取りまとめ及び意見に対す

る当審議会の考え方の案の作成につきましては、部会において御対応よろしく

お願いいたします。西村部会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上で本審議事項につきましては終了したいと思います。どうもありがとう

ございました。 
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 それでは、次に、付議事項の審議の議事に入りますので、総務省の職員の方

は御退出よろしくお願いいたします。 

 

（総合通信基盤局職員退室） 

 

付議事項（事務局） 

 

審査請求人所属アマチュア局の変更申請に対する拒否処分に係る審査請求に係

る審理官の忌避の申立て（付議第１号関係） 

 

【現在審理手続中のため、内容の公表を控えます。】 

 

閉    会 

 

○笹瀬会長 それでは、本日はこれにて終了いたします。 

 答申書につきましては、所定の手続を経て、事務局から総務大臣宛てに御提

出ください。 

 次回の定例会の開催は、令和７年７月１７日、木曜日の１０時からウェブに

よる開催を予定しております。 

 事務局から何かございますでしょうか。 

○松田幹事 事務局からは、特段の周知事項はございません。次回の７月１７

日の電監審についてもよろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 よろしくお願いします。 

 それから、次々回に関しましては、今年は夏もありまして、８月２０日とい

うことで、これは１５時から、総務省での実開催となりますので、よろしくお
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願いいたします。 

 それでは、本日の審議会をこれにて閉会といたします。どうもありがとうご

ざいました。 


